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実験は，運転状況のビデオ映像(約 1 5 分)から実験者が選んだ 5 つの運転場面(約 1 2 秒一 1 5 秒)
について，専門家 3 名が重要対象及び重要領域の重要度を評価する。専門家による交通環境の評価を行わ
せることで (Rating Method) ，運転場面における「顕在的な重要部分J を「重要対象J ，そして，









































第 4 章では，第 2 章と第 3 章での具体的な交通行動に関する観察の結果に基づいて，個人的行動要因と
社会・文化的行動要因が交通参加者の交通行動に及ぼす影響について考察を行った。特に，安全確保に関
する考え方，道路空間使用の優先意識などの行動原理が交通参加者の交通行動にどのように表れているか
についての考察を行った。
主な考察の結果を要約すると，運転者の左右確認行動，高速道路での速度行動，運転者の対信号行動に
は道路空間使用における優先権意識がその交通行動の背景要因として大きな役割を果たしていることが確
かめられた。また，歩行者の対信号行動，運転者の左右確認行動には，道路空間使用における優先権意識
に加えて，安全確保に関する考え方もその交通行動を大きく規定している乙とが示唆されたロこのように，
安全確保に関する考え方，道路空間の使用における優先意識などの交通参加者の行動原理は深い文化的背
景を持っており，それが交通参加者の交通行動に大きな影響を与えている乙とが確かめられた。なお，歩
行者事故とモータリゼーションの進展度との関係，歩行者の交通信号に対する行動と態度について，カナ
ダ，日本，韓国の交通参加者の行動を比較し，モータリゼーションの進展度と交通文化との関連について
も論じた。
最後に，第 5章では，韓国の交通状況を中心に交通社会の形成と交通行動の関係について検討を行った。
その検討の結果を要約すると，韓国では，自家用車による交通事故死亡者より営業車による交通事故死亡
者が日本やカナダより多かった口乙れは，いままで韓国の交通社会の形成が職業ドライパーによって進め
られてきた乙とを意味する。また，歩行者の事故が日本やカナダより非常に多くなっている。韓国では，
モータリゼーションの進展度が急速であるため，交通社会への行動・態度的対応，交通社会の環境整備や
交通安全施設への対応が遅れている乙とを示唆している。乙のような事実は交通参加者の意識に関する調
査の結果にも表れている。なお，交通事故の特徴，行動観察の結果，意識調査の結果から，韓国と日本の
交通参加者の交通行動を比較し，韓国の交通参加者の交通行動の特徴についても検討を行った。
論文の審査結果の要旨
本論文は交通行動を交通状況に対する適合過程としてとらえ，その過程に影響を及ぼす個人的要因と社
会・文化的要因を明らかにしようとしたものである。個人的要因としては主として個人の経験，動機を取
-3-
り上げ，状況に適合した行動をとるための必要情報選択についての特』性をアイカメラ法を用いて実験的に
明らかにした。それとともに，必要情報獲得行動が国によって大きく異なる乙とを日本，韓国，カナダに
おける運転者行動の観察から明らかにした。本論文の主要部分は交通行動 交通に関する意識および交通
統計の国際比較からなるが，そこではこれらの国の情報獲得の動機や積極性の背後要因として，その社会
における交通行動の結果に対する責任のとらえ方がある乙と またその責任の問題には空間使用の原則が
関連することが考えられるとしている。空間使用に関しては高速道路での各レーンどとの車種構成，速度
の等質度などにも各国の特性が反映していることを明らかにした。空間の分節化が明確なカナダでは交差
点における確認行動がもっとも厳格に行なわれ，日本がそれに次ぎ，韓国においてはそれがもっとも欠け
る乙とを明らかにした。高速道路におけるレーンごとの走行形態もこの順序を示していた。本論文におい
ては韓国の交通事故分析を行ない，日本，カナダのそれと比較検討することによって韓国の事故発生の特
性を明らかにするとともに，現在の韓国の事故多発傾向の背景にはこれらの空間使用に対する文化的特性
が反映していることを明確に指摘し，今後の韓国における交通事故防止対策の方向を示唆しているo さら
に各国の運転者の意識調査結果を比較検討する乙とによって韓国における行動特性と問題性を明らかにし
ている。
以上，本論文は交通行動を中心におき，実験法，観察法，質問紙法 事故統計分析など各種の研究法を
駆使しながら交通心理学の幅広い領域に関する総合的な研究を行ない 重要な知見を数多く明らかにした
ものであり，学術博士の学位を授与するに充分であると判定した。
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